
こうじようけいりきてい 工場経理規程 国鉄の工場には

業務の内容を具にする極々の工場があ ってい工場)，それぞれ

工地統Pjlの処]]!手続を具にしているが，本規程は11l雨工上誌の経

理を対象とするものである。なお車両工場で取扱う金銭，物品，

財政等の一般国鉄会計事務については， 一般国鉄会計法規によ

っ て処阻!することと されている。車両工場の経理の処理方につ

いては， I !JI 治 4 年に新矯工場(現在の大井工場)が開設されて以

米，節々の~避を経てきたが， 現行規程は昭和 30 ・ 3 ・ 31 総裁法

W 1 4 5 号で制定され，同年 4 ・ 1 から実施されている。

本規程は工業会計特有の製品原価計算制度を中心 と して規定

され， 9 1吉 88 条，附貝11.別表，作飯および作報からな っ ている。

鈎 lî江総J'lllには目的，適用の純凶， 用語の1主義等総則的*項を

規定し，財政勘定および原!日li lWÆ Pj!勘定に記帳された計数にもと

づいて，工場月次試算表および経銘成紋表を作成することを IlJl

らかに している 。 第 2 章人工(にんく)の晋IPーには，工事企算定

の単位となり， IBl接的および管理部I"J 'I'I. の配賦基準となり，

Ij~~ lilli:n 3):および代前加給計算の基鍵となる * 人工について，具

体的に休系的に規定するとともに，人工青I.Pーのがj援となる工場

における作業を0:訪作業および常用作業に分類し，これらをそ

れぞれ工事作業および雑役作業に区分し，さらに工事作業およ

び雑役作業の内容を明らかにしている。第 3 :41:予 P:t.こは ， 予l):

実施計画訓告の作成から予算笑施計 画の巡逮まてeの手続および

収支見込叙説H!iの提出について規定している。前者については

予算実施計画調啓作成前に 5 極工事(一般工事および包絡工事

以外の間嫁工事，帯電池工事， 鋳物工事， 製材工事，間接工事)

に除機配賦率および僚準能力人工を策定し ， かつ予l):突施計画

には，保準配JUi~ ~終の外に，規絡工事については標準人工， 際J.I主

材料~'(および限ìW直接経吹を明らかにし ， 際準原慨をも っ て笑

際l引imを統制する方向を示している。第 4 ï;î工事の収放には，

工切における作業中主として工事作業の取扱について規定して

いる。工場長が工事の施工を命令する I場合を列挙し ， 工事命令

券→工事通告券→胞工券の順序で工事は施工されるに至る 。 さ

らに謀成工事および未遂成工事の取扱ブJを明らかにし ， なお工

場における取扱手続の細目I}については各工湯において制定すべ

き こ とを規定している。百~ 5 主主ÚR I日Ii言十 J): I主本規程の中核をなす

ものであ っ て，製品原1簡を正確に計算し，実際原価と際1\主原(i町

との差異を分析して不良原因を排除し，工場経営を原{岡計算制

度を通じて守政!する方途を示している。木章は 3 節からな っ て

おり ， 第 Hjl i湿則は， 標準原価計算と突際原価計算の共通事項

について規定している。原価を計算手続上直接'1'l， 間接'1'1.およ

び行Jljl -fflll"jl/l1に区分し，さらにそれぞれの内容を明らかにして

いる。阪lilli外製薬については列挙主磁を排し，異例lの支出はす

べて臥佃l外嬰紫とし，その範聞については経理局長が定めるこ

とにな っ ている。つぎに突際原1聞と傑準原価の差古買を原価差異

とし，原価差異分析をl珂らかにし，各工事の傑準原{蘭および実

際限!日liは原価整理簿において記帳整廻することを規定している。

第 2 節標準原!日目計算は，標準原!面計算の目的を示し，際準ßj({i面

を純粋的際準原価(標準材料費，官長準直接経費および標準百E賦

率に際準人工を衆じた頒の合計)および部分的標準原!尚 (材料

吹災政傾， 直接経m尾政吉買および際i\主配賦率に突幽工事人工を

梁じた傾の合青十)に区分し，それぞれの標準原価に鼠する工事

を工事節目表の工事区分により列挙している。第 3 節災際原!閉

ま t~\t. 3 在えからなり，第 1 志士通則は各工事の実際原価計算上の

共通事項について規定している。ここに規定する突際原価lは一

部予定計算に よる災際原価(予定的突際原佃j)である。 すなわち

直接材料吹および直接経費は突技官官であるが， 間接'1'lおよび直

こうじようげ

化接給は原(ñti計算の迅速化， 計算事務の簡易化およびit!H日1平均

のために予定計l):によること とし，したがって 1 人工当りのIHI

接政等西日賦率および管理部門技配賦率は予定配賦率である。 f日I

J委'I'I. ~i手配賦率は 5 極工事ごとに設けるが，必要に応じさらに斜l

分して設けることができる。 T!'埋部門'1'1.配賦率は各工事とも同

率である。これらの配店主率は予定率なので，実際率と一致させ

るために適時改訂することになっている。さらに以上の配賦率

算定の蕊鍍として部門'1'1.計算について規定している。補助笥i門

技を製造部門に配賦する際は直接配賦法によること とし ， 直接

百E賦法によりがたし、湯合は他の方法によることができる。日11生

品発生額および工場外供給電灯電力料は間接投を低減し，雑入

は一部を除き管理部門技を低減する。各工事の未成品の実際限

価は原則として 1 工事ごとに算定するが， 1 工事ごとにl)定困

難な場合は工事衝目表の工事ごとにl):定する。さらに併施工事

の突際原!而，誤作品等につき規定している。第 2 款一般工事政

は一般工事の純凶， 一般工事の原価計l):単位，原価計算単位当

りの~際限!日li のJ'I:定方式およひ.工場予備品の加l修費等の負担方

について規定している。 m~ 3 款一般工事政以外の工事政は務電

池工事，鋳物工事，製材工事および間接工事のそれぞれの工事

区分， 原価計3):1Ií位および際!日H計算単位当りの実際原価の算定

方式について規定している 。 第 6 f，t勘定のlWÆJJI!は原価簿記晋t.J):

制度について規定している。工場会計の特色は原価計釘ーにある

が，原価計算はそれ自体として自己管理組織を持たないのでそ

の計算ま古来を 自 ら検証する後ilEを欠き，計算の正確性 ・ 確笑性

を期しがたい。この欠点を除 く ために簿記憾m内に原価計算を

入れて ， ß;t価計l)ーの iJqi力的計算形式に対し，原価簿記の強制l的

計算形式によ っ て，製作修繕過程に生ずる経済価値を期間的に

記録し，原 lilli計 算の計 J~紡よ~に信j~性を与えるこ とを目的とし

て規定したものである。応'({iUi整担勘定として政問勘定， ~i'!;a( 

価勘定，管沼!部門'1'1.勘定 ti店 2 原 liIli勘定 ， 収入勘定， 配賦差額

勘定および原価差異勘定を設け， それぞれの貸借記入事項につ

き規定している。第 7 :41:工事費等の回収手続は， 工事授の回収

は際準原{閣をも っ てすることを原貝IJ とし ， 貯蔵品製作工事政の

回収は見ftt原 1簡をも っ て閲収することもできるこ と を規定して

いる。~~ 8 章部外工事の価格は，部外工事の(ñfi絡の構成要紫は

部内工事の価絡の鱗成要素と異なる点を I列らかにし，その併成

要素を列挙している。 その他材料評価の特例，評価差益の処理

等について規定している。 ~9 :41:雑則は，工場経営に関する続

報告訟の作成および拠出につき規定している。見IJ表においては

工事種目表， 原{舶整理勘定科目表等の内容を IlJlらかにし，作般

およひ:1'乍持iにおいては帳簿および報告詑頼につきその形式を明

らかにしている。(竹沢隊二)

こうじ よ うげんかけいさん 工場原価計算 (国鉄車両工場

の) 国鉄車両工場における原価計l)ー は， 明治 4 年創業当時行

われていたかどうかつまびらかでないが，明治 9 年には客貨Ilï

を製造し ， 同 26 年には国産蒸気滋関車の第 l 号が誕生してい

るから，当然、計算手続があったにちがいない。わが国における

製造原価計l):は，明治の初年造船会社が係用したのが最古のも

のであることから考えても，国鉄工湯におけるそれの発達は返

かったといえる。

現在のものは大ïE 12 年達第 160 号によ る工場経理規程を原

形とするものであるが， そのときまでは部門費計算は行わず，

工場の間接'1'l総傾を職工(当時の用語による) の突働時間または

直接賃金で\l，~り ，平均 1 時間または 1 円当りの配賦率を鈴ー出し

て，これによって各工事の負担額を計算するやり方を繰ってい

た。このきわめて単純な方法が 60 年近く大正末期までつづけ
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